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Ⅰ. 労働法関連法規 

 

EU 規定、EU 指令、憲法、法律、政令、団体協約、労働契約、慣習、雇用者の決定に基

づく規定、内規がある。 

 

 マクロン法により零細企業でも企業内協定を締結することが可能に、また、最低賃金、

職位、労働時間、試用期間などを除いて、企業内協定が業種別協定に上位する。 

 

Ⅱ. 労働契約 

 

 無期限フルタイム雇用契約とその他の雇用契約（パートタイム雇用契約、期限付き雇用

契約）があるが、いずれも正社員であり、労働条件、待遇で差別することはできない。 

 

期限付き雇用契約は、恒常的に必要なポストで使うことは禁じられており、病欠による

欠勤中社員の代用、一時的な作業の増加など、労働法にて詳しく定められている。スト中

の従業員の代用、経済解雇の対象となったポスト（解雇通知日から 6ヶ月は禁止）、危険を

伴う仕事は禁止されている。 

 

パートタイム雇用契約は、最低労働時間週 24時間。従業員が書面で理由を附し要求する

場合は 24時間以下も可能。 

 

Ⅲ. 休暇および欠勤 

 

有給休暇の権利は 1日でも勤務すれば発生する。1年間在籍することで 5週間の有給休暇

権利を取得する。原則として、6月から翌年の 5月までに取得した権利を 5月から翌年の 4

月までに消化する。取得は会社が管理、決定権を持つが、従業員の合意が必要。有給休暇

の買い取りは原則不可。 

 

 病休中は、医者の診断書の提出を前提として、4日目から社会保険局による欠勤補償手当

て（1日最高 44.34ユーロ）が、8日目以降から雇用主による給与一部維持あり。 

 

 出産休暇は、産前 6週間、産後 10週間が保証。出産休暇中の解雇は重大過失を除いて不

可。子供の 3 歳の誕生日までは、全休もしくは、一時的なパートタイムへの切り替えによ

る育児休暇が可能（無給）。 
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Ⅳ. 給与 

 

法定最低賃金（9.88ユーロ/時）、業種別団体協約で定められた最低給与を遵守すれば 

原則自由。同一職務、同一賃金の原則が適用。給与に関する裁判で負けたら、過去 3 年に

遡って調整。 

 

 現物給与は、食券、住居、車、携帯/コンピューターが一般的。 

 

Ⅴ. 労働時間 

 

法定労働時間の規定によれば、労働時間は週 35 時間、週労働時間上限は 48 時間。ただ

し連続 12週間の週平均労働時間が 44時間を超えない、申請で認められた場合でも最高 60

時間。1日単位の労働時間上限は 10時間。 

 

 超過勤務は雇用主の要請により行う。業種別団体協約・合意・企業内または事業所内協

約・合意により 10％を下限として超過勤務手当の割増率を定めることができる。規定がな

い場合は、最初の 8時間（43時間目まで）は 25％ 週労働時間が 43時間超以上は 50％ 

手当てではなく代替休息で代償することも可能。政令による超過勤務の年間枠は220時間、

これを超えた時間に対して、残業代に加えて強制対価休息を与える義務がある。 

 

定期的に超過勤務が生じる場合、予め定めた超過時間を含む契約（例：週 38時間）を週

または月で結ぶことも可能。管理職でよく使用されるのは、年ベースでの労働時間、労働

日数での包括契約。企業内または事業所内合意で定められている、もしくは業種別団体協

約で規定されていることが条件となり、更に個別に契約を結ぶ。 

 

労働日数の場合は、超過勤務、1 日または週単位の労働時間上限に関する規定は適用外。

ただし、1日単位の最低休息時間は連続 11時間、週単位の最低休息時間は連続 35時間。 

法定包括労働日数上限 218日。 

 

 

     


